
第一五五回

閣第四二号

　　　独立行政法人水産総合研究センター法の一部を改正する法律案

　独立行政法人水産総合研究センター法（平成十一年法律第百九十九号）の一部を次の

ように改正する。

　目次中「第十条・第十一条」を「第十条―第十三条」に、「第十二条・第十三条」を

「第十四条・第十五条」に、「第十四条」を「第十六条」に改める。

　第三条に次の一項を加える。

２　センターは、前項に規定するもののほか、海洋水産資源開発促進法（昭和四十六年

法律第六十号）第三条第一項に規定する海洋水産資源の開発及び利用の合理化（以下

「海洋水産資源の開発及び利用の合理化」という。）のための調査等を行うことを目

的とする。

　第七条第二項中「三人」を「五人」に改める。

　第十条中「第三条」を「第三条第一項」に改め、同条第三号中「前二号」を「前三

号」に改め、同号を同条第四号とし、同条第二号の次に次の一号を加える。

　三　栽培漁業に関する技術の開発を行うこと。

　第十条に次の三項を加える。

２　センターは、第三条第二項の目的を達成するため、次の業務を行う。

　一　海洋の新漁場における漁業生産の企業化その他の海洋水産資源の開発及び利用の

合理化のための調査を行うこと（次号に掲げるものを除く。）。

　二　海洋の漁場における新漁業生産方式の企業化のための調査を行うこと。

　三　海洋水産資源の開発及び利用の合理化に関する情報及び資料の収集及び提供を行

うこと。

　四　前三号の業務に附帯する業務を行うこと。

３　前項第二号の規定による調査は、漁業を営む者又はその団体のみではその新漁業生

産方式の企業化を図ることが著しく困難である場合に限り、行うことができる。

４　センターは、第一項及び第二項に規定する業務のほか、これらの業務の遂行に支障

のない範囲内で、委託を受けて、海洋生物資源の合理的な保存、管理及び利用のため

に必要な調査を行う者の養成及び確保を行うことができる。

　第十四条第二号中「第十一条第一項」を「第十三条第一項」に改め、同条を第十六条

とする。

　第四章中第十三条を第十五条とする。

　第十二条第一項中「第十条第一号」を「第十条第一項第一号及び第三号」に、「又は

鑑定」を「、鑑定又は技術の開発」に改め、同条第二項中「又は鑑定」を「、鑑定又は

技術の開発」に改め、同条を第十四条とする。

　第十一条第一項中「前条」を「第十条第一項及び第二項」に改める。



　第三章中第十一条を第十三条とする。

　第十条の次に次の二条を加える。

　（調査結果の公表等）

第十一条　センターは、海洋の新漁場における漁業生産の企業化のための調査につい

て、農林水産省令で定めるところにより、当該調査の結果を農林水産大臣に報告する

とともに、その概要を公表しなければならない。

　（区分経理）

第十二条　センターは、次に掲げる業務ごとに経理を区分し、それぞれ勘定を設けて整

理しなければならない。

　一　第十条第一項及び第四項に規定する業務

　二　第十条第二項に規定する業務

　　　附　則

　（施行期日）

第一条　この法律は、平成十五年十月一日から施行する。ただし、次条から附則第五条

まで及び附則第八条の規定は、同年四月一日から施行する。

　（国の権利及び義務の承継等）

第二条　この法律の施行の際、この法律による改正後の独立行政法人水産総合研究セン

ター法（以下「新法」という。）第十条第一項第三号に掲げる業務（これに附帯する

業務を含む。）に関し、現に国が有する権利及び義務のうち政令で定めるものは、こ

の法律の施行の時において独立行政法人水産総合研究センター（以下「センター」と

いう。）が承継する。

２　前項の規定によりセンターが国の有する権利及び義務を承継したときは、その承継

の際、その承継される権利に係る土地、建物その他の財産で政令で定めるものの価額

の合計額に相当する金額は、政府からセンターに対し出資されたものとする。この場

合において、センターは、その額により資本金を増加するものとする。

３　前項の規定により政府から出資があったものとされる同項の財産の価額は、この法

律の施行の日（以下「施行日」という。）現在における時価を基準として評価委員が

評価した価額とする。

４　前項の評価委員その他評価に関し必要な事項は、政令で定める。

　（国有財産の無償使用）

第三条　農林水産大臣は、施行日の前日において現に栽培漁業に関する技術の開発の用

に供されている国有財産（国有財産法（昭和二十三年法律第七十三号）第二条第一項

に規定する国有財産をいう。）であって政令で定めるものを、政令で定めるところに

より、センターの用に供するため、センターに無償で使用させることができる。

　（開発センターの持分の払戻しの禁止の特例）

第四条　海洋水産資源開発センター（以下「開発センター」という。）は、海洋水産資



源開発促進法（昭和四十六年法律第六十号）第十七条第一項の規定にかかわらず、開

発センターの解散の日の前日までに、開発センターに出資した政府以外の者に対し、

当該持分に係る出資額に相当する金額により持分の払戻しをするものとする。この場

合において、開発センターは、その払戻しをした金額により資本金を減少するものと

する。

　（開発センターの解散並びにその資産及び債務の承継等）

第五条　開発センターは、この法律の施行の時において解散するものとし、その資産及

び債務は、次項の規定により国が承継する資産を除き、その時においてセンターが承

継する。

２　この法律の施行の際現に開発センターが有する資産のうち、センターがその業務を

確実に実施するために必要な資産以外の資産は、この法律の施行の時において国が承

継する。

３　前項の規定により国が承継する資産の範囲その他当該資産の国への承継に関し必要

な事項は、政令で定める。

４　開発センターの平成十五年四月一日に始まる事業年度は、開発センターの解散の日

の前日に終わるものとし、当該事業年度に係る決算並びに財産目録、貸借対照表及び

損益計算書の作成等については、センターが従前の例により行うものとする。

５　第一項の規定によりセンターが開発センターの資産及び債務を承継したときは、そ

の承継の時において、センターが承継する資産の価額から負債の金額を差し引いた額

は、政府からセンターに対し出資されたものとする。この場合において、センター

は、その額により資本金を増加するものとする。

６　附則第二条第三項及び第四項の規定は、前項の資産の価額について準用する。

７　第一項の規定により開発センターが解散した場合における解散の登記については、

政令で定める。

　（開発センターの役職員であった組合員に係る国家公務員共済組合法の規定の適用の

特例）

第六条　施行日の前日において健康保険組合（開発センターの事業所又は事務所を健康

保険法（大正十一年法律第七十号）第十七条第一項に規定する設立事業所とする健康

保険組合をいう。以下この項において同じ。）の被保険者であった者で開発センター

の役員又は職員であったもののうち、施行日に農林水産省共済組合（国家公務員共済

組合法（昭和三十三年法律第百二十八号）第三条第一項の規定により農林水産省に属

する職員（同法第二条第一項第一号に規定する職員をいう。以下この項において同

じ。）及びその所管する独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三

号。以下「通則法」という。）第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。）の職

員をもって組織された国家公務員共済組合をいう。以下同じ。）の組合員となった者

（センターの役員又は職員となった者に限る。）に係る施行日以後の給付に係る国家



公務員共済組合法の短期給付に関する規定及び同法第百二十六条の五第一項の規定の

適用については、その者は、施行日前の健康保険組合の被保険者であった間（開発セ

ンターの役員又は職員であった間に限る。）農林水産省共済組合の組合員であったも

のとみなし、その者が施行日前に健康保険法による保険給付を受けていた場合におけ

る当該保険給付は、国家公務員共済組合法に基づく当該保険給付に相当する給付とみ

なす。

２　この法律の施行の際前項に規定する者のうち健康保険法第九十九条第一項の規定に

よる傷病手当金の支給を受けることができた者であって、同一の傷病について国家公

務員共済組合法第六十六条第一項の規定による傷病手当金の支給を受けることができ

るものに係る同条第二項の規定の適用については、当該健康保険法第九十九条第一項

の規定による傷病手当金の支給を始めた日を当該国家公務員共済組合法第六十六条第

一項の規定による傷病手当金の支給を始めた日とみなす。

３　第一項に規定する者のうち国家公務員共済組合法第六十六条第一項の規定による傷

病手当金の支給を受けることができる者であって、当該傷病による障害について厚生

年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号）による障害厚生年金又は障害手当金の支

給を受けることができるものに係る同条第四項又は第五項の規定の適用については、

これらの者が引き続き農林水産省共済組合の組合員である間（センターの役員又は職

員である間に限る。）は、当該障害厚生年金又は障害手当金を国家公務員共済組合法

による障害共済年金又は障害一時金とみなす。

第七条　施行日の前日において厚生年金基金（開発センターの事業所又は事務所を厚生

年金保険法第百十七条第三項に規定する設立事業所とする厚生年金基金をいう。以下

この項において同じ。）の加入員である厚生年金保険の被保険者であった者で開発セ

ンターの役員又は職員であったもののうち、施行日に農林水産省共済組合の組合員と

なった者（センターの役員又は職員となった者に限る。以下この条において「開発セ

ンターの役職員であった組合員」という。）のうち、一年以上の引き続く組合員期間

（農林水産省共済組合の組合員である期間（センターの役員又は職員である期間に限

る。）をいう。以下この条において同じ。）を有しない者であり、かつ、施行日前の

厚生年金保険の被保険者期間（厚生年金基金の加入員である厚生年金保険の被保険者

であった期間（開発センターの役員又は職員であった期間に限る。）に係るものに限

る。以下この条において「厚生年金保険期間」という。）と当該厚生年金保険期間に

引き続く組合員期間とを合算した期間が一年以上となるものに係る国家公務員共済組

合法第七十七条第二項の規定の適用については、その者は、一年以上の引き続く組合

員期間を有する者とみなす。

２　開発センターの役職員であった組合員のうち、組合員期間が二十年未満であり、か

つ、当該組合員期間と厚生年金保険期間とを合算した期間が二十年以上となるもの

（一年以上の引き続く組合員期間を有する者及び前項の規定により一年以上の引き続



く組合員期間を有する者とみなされる者に限る。）に係る国家公務員共済組合法第七

十七条第二項の規定の適用については、その者は、組合員期間が二十年以上である者

とみなす。

３　開発センターの役職員であった組合員のうち、組合員期間が二十年未満であり、か

つ、当該組合員期間と厚生年金保険期間とを合算した期間が二十年以上となるものに

係る国家公務員共済組合法第八十九条第一項第二号の規定の適用については、その者

は、組合員期間が二十年以上である者とみなす。

４　開発センターの役職員であった組合員のうち、厚生年金保険期間及び組合員期間が

いずれも二十年未満であり、かつ、これらの期間を合算した期間が二十年以上となる

ものに係る国家公務員共済組合法による退職共済年金については、その年金額の算定

の基礎となる組合員期間が二十年以上であるものとみなして、同法第七十八条の規定

を適用する。この場合において、同条第一項中「六十五歳未満の配偶者」とあるのは

「配偶者」と、同条第四項中「次の各号」とあるのは「次の各号（第四号を除

く。）」とする。

５　前項に規定する者に係る国家公務員共済組合法による遺族共済年金については、そ

の年金額の算定の基礎となる組合員期間が二十年以上であるものとみなして、同法第

九十条の規定を適用する。

６　開発センターの役職員であった組合員のうち、組合員期間が一年未満であり、か

つ、当該組合員期間と厚生年金保険期間とを合算した期間が一年以上となるものに係

る国家公務員共済組合法附則第十二条の三の規定の適用については、その者は、一年

以上の組合員期間を有する者とみなす。

７　開発センターの役職員であった組合員のうち、厚生年金保険期間及び組合員期間が

いずれも四十四年未満であり、かつ、これらの期間を合算した期間が四十四年以上と

なるものに係る国家公務員共済組合法附則第十二条の四の三第一項又は第三項の規定

の適用については、その者は、組合員期間が四十四年以上である者とみなす。

　（協会の資産及び債務の承継並びにその解散等）

第八条　昭和三十八年四月二十六日に設立された社団法人日本栽培漁業協会（以下「協

会」という。）は、附則第一条ただし書に規定する規定の施行の日から起算して一年

を経過する日までの間において、その定款で定めるところにより、センターに対し、

センターにおいてその資産及び債務を承継すべき旨を申し出ることができる。

２　センターは、前項の規定による申出があったときは、遅滞なく、農林水産大臣に認

可を申請しなければならない。

３　前項の認可があったときは、協会の資産及び債務は、当該認可の日（当該認可が施

行日前にあったときは、施行日）においてセンターに承継されるものとし、協会は、

その承継の時において、解散するものとする。この場合においては、他の法令中法人

の解散及び清算に関する規定は、適用しない。



４　前項の規定により協会が解散した場合における解散の登記については、政令で定め

る。

　（協会の役職員であった組合員に係る国家公務員共済組合法の規定の適用の特例）

第九条　前条第三項の規定による協会の解散の日の前日において健康保険法第五条第一

項に規定する政府の管掌する健康保険の被保険者であった者で協会の役員又は職員で

あったもののうち、当該解散の日に農林水産省共済組合の組合員となった者（センタ

ーの役員又は職員となった者に限る。）については附則第六条の規定を、当該解散の

日の前日において厚生年金保険の被保険者であった者で協会の役員又は職員であった

もののうち、当該解散の日に農林水産省共済組合の組合員となった者（センターの役

員又は職員となった者に限る。）については附則第七条の規定を準用する。

　（罰則の適用に関する経過措置）

第十条　この法律の施行前にした行為及び附則第五条第二項の規定によりなお従前の例

によることとされる事項に係るこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用につ

いては、なお従前の例による。

　（政令への委任）

第十一条　この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、

政令で定める。

　（海洋水産資源開発促進法の一部改正）

第十二条　海洋水産資源開発促進法の一部を次のように改正する。

　　目次中
「 第三章の二　海洋水産資源の自主的な管理に関する協定（第十二条の二―第十

二条の七）
第四章　海洋水産資源開発センター
　第一節　総則（第十三条―第二十一条）
　第二節　設立（第二十二条―第二十六条）
　第三節　管理（第二十七条―第三十四条）
　第四節　業務（第三十五条―第三十七条）
　第五節　財務及び会計（第三十八条―第四十五条）
　第六節　監督（第四十六条・第四十七条）
　第七節　雑則（第四十八条―第五十条） 」

　を「第四章　海洋水産資源の自主的な管理に関する協定（第十三条―第十八条）」

に、「第五十一条―五十三条」を「第十九条―第二十一条」に、「第五十四条―第五

十七条」を「第二十二条」に改める。

　　第一条中「とともに、海洋水産資源の開発及び利用の合理化を図るための調査等を

行うことを目的とする海洋水産資源開発センターの制度を確立する」を削る。

　　第四章を削る。

　　第三章の二中第十二条の七を第十八条とし、第十二条の六を第十七条とする。

　　第十二条の五第一項及び第四項中「第十二条の二第二項第二号」を「第十三条第二



項第二号」に改め、同条を第十六条とする。

　　第十二条の四第一項中「第十二条の二第一項」を「第十三条第一項」に改め、同条

を第十五条とする。

　　第十二条の三を第十四条とし、第十二条の二を第十三条とする。

　　第三章の二を第四章とする。

　　第五章中第五十一条を第十九条とし、第五十二条を第二十条とし、第五十三条を第

二十一条とする。

　　第六章を次のように改める。

　　　　第六章　罰則

　第二十二条　第九条第一項又は第十二条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の

届出をした者は、五万円以下の過料に処する。

　（海洋水産資源開発促進法の一部改正に伴う経過措置）

第十三条　前条の規定による改正前の海洋水産資源開発促進法（第二十八条を除く。）

の規定によりした処分、手続その他の行為は、通則法又は新法の相当規定によりした

処分、手続その他の行為とみなす。

　（水産業協同組合法の一部改正）

第十四条　水産業協同組合法（昭和二十三年法律第二百四十二号）の一部を次のように

改正する。

　　第十一条の二第六項中「第十二条の二第一項」を「第十三条第一項」に改める。

　（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律の一部改正）

第十五条　独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成十三年法律第百四

十号）の一部を次のように改正する。

　　別表第一海洋水産資源開発センターの項を削る。

　（独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律の一部改正）

第十六条　独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成十四年法律第

▼▼▼号）の一部を次のように改正する。

　　別表海洋水産資源開発センターの項を削る。



　　　　　理　由

　特殊法人等改革基本法に基づく特殊法人等整理合理化計画を実施するため、海洋水産

資源開発センターを解散し、その業務を独立行政法人水産総合研究センターに承継させ

るとともに、社団法人日本栽培漁業協会の業務を独立行政法人水産総合研究センターに

行わせるため、栽培漁業に関する技術の開発の事業をその業務に追加する等の措置を講

ずる必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。


